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一
、
は
じ
め
に

　

企
業
は
、
政
府
の
政
策
や
法
令
の
決
定
過
程
に
働
き
か

け
る
た
め
に
、
議
員
や
官
僚
へ
の
情
報
提
供
、
政
党
へ
の

政
治
資
金
の
寄
付
等
を
行
う
こ
と
が
あ
る
。
欧
米
を
中
心

に
Ｅ
Ｓ
Ｇ
、
Ａ
Ｉ
な
ど
の
新
技
術
、
巨
大
Ｉ
Ｔ
企
業
の
市

場
支
配
な
ど
に
関
し
て
企
業
の
政
治
的
活
動
が
注
目
さ

れ
、
報
道
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
に
関
す
る
も

の
で
は
、
国
連
責
任
投
資
原
則
に
お
い
て
政
治
献
金
や
ロ

ビ
ー
活
動
費
が
Ｅ
Ｓ
Ｇ
要
因
の
例
に
挙
げ
ら
れ
、
企
業
の

ロ
ビ
ー
活
動
に
関
す
る
株
主
提
案
に
つ
い
て
の
報
道
を
目

に
す
る
こ
と
も
増
え
た
。
こ
う
し
た
動
向
に
日
本
企
業
も

無
関
係
で
は
な
く
、
例
え
ば
、
ト
ヨ
タ
自
動
車
は
二
〇
二

三
年
六
月
一
四
日
開
催
の
株
主
総
会
に
お
い
て
、
欧
州
の

機
関
投
資
家
三
社
か
ら
、
気
候
変
動
関
連
の
ロ
ビ
ー
活
動

を
年
度
毎
に
評
価
し
、
報
告
書
を
作
成
す
る
よ
う
株
主
提

案
を
受
け
、
注
目
を
集
め
た
。
結
果
と
し
て
否
決
さ
れ
た

が
、
二
〇
二
三
年
五
月
二
八
日
付
け
日
本
経
済
新
聞
朝
刊

に
よ
る
と
、
米
議
決
権
行
使
助
言
会
社
の
イ
ン
ス
テ
ィ

テ
ュ
ー
シ
ョ
ナ
ル
・
シ
ェ
ア
ホ
ル
ダ
ー
・
サ
ー
ビ
シ
ー
ズ

は
、
ト
ヨ
タ
自
動
車
が
ロ
ビ
ー
活
動
の
評
価
に
十
分
な
情

企
業
の
政
治
的
活
動

～
先
行
研
究
の
紹
介
～

頭　

士　

奈
加
子
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報
を
株
主
に
提
供
し
て
い
な
い
と
し
て
同
提
案
に
賛
成
を

推
奨
し
、
グ
ラ
ス
ル
イ
ス
は
必
ず
し
も
株
主
の
利
益
に
な

ら
な
い
と
し
て
反
対
を
推
奨
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
企
業
は
な
ん
ら
か
の
政
治
的
活
動
を
行

い
、
そ
れ
に
対
し
て
投
資
家
も
な
ん
ら
か
の
反
応
を
示
し

て
い
る
が
、
我
々
は
そ
の
特
徴
と
帰
結
に
つ
い
て
ど
れ
ほ

ど
知
っ
て
い
る
だ
ろ
う
か
。
少
な
く
と
も
日
本
で
は
従
来

あ
ま
り
注
目
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
。
そ
の
一
因
に
は
、
企

業
の
政
治
的
活
動
に
つ
い
て
の
情
報
が
少
な
い
こ
と
が
あ

る
か
も
し
れ
な
い
。
例
え
ば
米
国
で
は
、
政
治
献
金
や
ロ

ビ
ー
活
動
費
に
つ
い
て
の
情
報
開
示
が
整
備
さ
れ
て
お

り
、
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
を
用
い
た
企
業
の
政
治
的
活
動
に

つ
い
て
、
研
究
の
蓄
積
が
進
ん
で
い
る
。
企
業
の
政
治
的

活
動
に
関
す
る
意
思
決
定
は
ど
の
よ
う
な
要
因
と
関
係
し

て
お
り
、
企
業
の
政
治
的
活
動
は
ど
う
い
っ
た
帰
結
を
も

た
ら
す
の
だ
ろ
う
か
。
本
稿
で
は
こ
う
し
た
疑
問
に
つ
い

て
、
米
国
の
先
行
研
究
を
紹
介
し
な
が
ら
、
日
本
企
業
の

状
況
を
概
観
す
る
。
な
お
、
企
業
の
政
治
的
活
動
に
つ
い

て
は
い
く
つ
か
の
戦
略
が
存
在
す
る
が
、
本
稿
で
は
比
較

的
測
定
が
し
や
す
い
政
治
献
金
と
ロ
ビ
ー
活
動
と
い
う
二

つ
の
活
動
に
焦
点
を
絞
り
、
取
り
上
げ
る
。

　

本
稿
の
残
り
の
構
成
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
第
二
節

で
は
、
米
国
に
お
け
る
政
治
献
金
や
ロ
ビ
ー
活
動
に
つ
い

て
の
状
況
を
確
認
す
る
。
第
三
節
で
は
、
企
業
の
政
治
献

金
や
ロ
ビ
ー
活
動
に
影
響
す
る
要
因
に
つ
い
て
の
米
国
の

先
行
研
究
を
紹
介
す
る
。
第
四
節
で
は
、
企
業
の
政
治
的

活
動
が
政
策
決
定
や
企
業
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
に
も
た
ら
す

影
響
に
つ
い
て
の
米
国
の
先
行
研
究
を
紹
介
す
る
。
第
五

節
で
は
日
本
企
業
の
状
況
を
概
観
し
、
結
び
と
す
る
。

二�

、
米
国
に
お
け
る
政
治
献
金
や

ロ
ビ
ー
活
動
の
概
要

　

米
国
の
先
行
研
究
を
紹
介
す
る
前
に
、
ま
ず
、
米
国
に
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お
け
る
政
治
献
金
や
ロ
ビ
ー
活
動
に
関
す
る
制
度
と
状
況

を
概
観
す
る
。
最
初
に
、
政
治
献
金
に
つ
い
て
述
べ
る
。

米
国
で
は
企
業
に
よ
る
政
治
資
金
の
寄
付
は
禁
止
さ
れ
て

い
る
。
そ
の
代
わ
り
に
、
企
業
はPolitical�A

ction�Co�

m
m

ittee

（PA
C

）
と
い
う
基
金
を
設
立
・
運
営
し
て
、

当
該
企
業
の
役
員
等
か
ら
寄
附
を
募
り
、
Ｐ
Ａ
Ｃ
が
候
補

者
等
に
寄
附
を
行
う⑴

。
個
人
か
ら
Ｐ
Ａ
Ｃ
、
Ｐ
Ａ
Ｃ
か
ら

候
補
者
等
へ
の
寄
付
金
額
に
は
上
限
が
あ
る⑵

。
ま
た
、

Citizens�U
nited�v.�Federal�Election�Com

m
ission

（FEC

）
判
決
（130�S.�Ct.�876�

（2010
））
に
お
い
て
、

企
業
や
労
働
組
合
が
特
定
の
候
補
者
の
当
選
又
は
落
選
を

明
白
に
主
張
す
る
も
の
の
候
補
者
等
と
意
思
を
通
じ
る
こ

と
な
く
支
出
の
み
を
行
う
Ｐ
Ａ
Ｃ
に
対
す
る
寄
付
金
額
の

制
限
等
が
違
憲
と
さ
れ
て
か
ら
は
、
候
補
者
と
意
思
を
通

じ
る
こ
と
な
く
選
挙
運
動
を
行
う
ス
ー
パ
ー
Ｐ
Ａ
Ｃ
に
よ

り
、
テ
レ
ビ
広
告
を
中
心
と
し
た
巨
額
の
選
挙
運
動
費
用

の
支
出
が
行
わ
れ
て
い
る
（
木
村
、
二
〇
一
五
）。
Ｐ
Ａ

Ｃ
そ
の
他
の
政
治
委
員
会
は
、
寄
付
者
の
氏
名
、
住
所
、

職
業
、
雇
用
主
の
名
称
等
、
寄
付
金
額
及
び
日
付
を
Ｆ
Ｅ

Ｃ
に
提
出
す
る
。
こ
れ
ら
の
情
報
は
Ｆ
Ｅ
Ｃ
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
公
表
さ
れ
る
。
Ｆ
Ｅ
Ｃ
の
集
計
に
よ
る
と
、
二

〇
二
一
年
か
ら
二
〇
二
二
年
の
二
年
間
に
お
け
る
Ｐ
Ａ
Ｃ

を
通
じ
た
寄
付
金
の
総
額
は
四
・
三
億
ド
ル
（
約
六
〇
五

億
円
）
で
あ
る
。

　

次
に
、
ロ
ビ
ー
活
動
に
つ
い
て
述
べ
る
。
一
九
九
五
年

に
制
定
さ
れ
た
ロ
ビ
ー
活
動
開
示
法
に
よ
り
、
上
院
事
務

局
長
、
下
院
書
記
官
は
ロ
ビ
ー
活
動
の
情
報
を
収
集
、
検

証
、
開
示
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。
ロ
ビ
イ

ス
ト
は
、
上
院
事
務
局
長
、
下
院
書
記
官
に
自
身
の
情
報

と
、
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
の
名
称
、
事
業
所
等
の
情
報
を
登
録

し
、
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
ご
と
に
報
酬
や
費
用
見
積
も
り
を
含

む
四
半
期
報
告
書
を
作
成
す
る
な
ど
の
義
務
を
負
っ
て
い

る
（
日
本
貿
易
振
興
機
構
、
二
〇
一
七
）。
報
告
書
は
上

院
、
下
院
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
さ
れ
る
。Center�
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の
集
計
に
よ
る
と
、
二
〇
二

二
年
の
ロ
ビ
イ
ス
ト
の
数
は
一
二
、
六
七
三
人
、
ロ
ビ
ー

活
動
の
支
出
は
四
一
・
一
億
ド
ル
（
約
五
、
七
八
三
億

円
）
で
あ
る⑶

。

三�

、
企
業
の
政
治
的
活
動
に
関
係
す
る

要
因

　

次
に
、
ど
の
よ
う
な
要
因
が
、
企
業
の
政
治
的
活
動
と

関
係
し
て
い
る
の
か
に
つ
い
て
先
行
研
究
で
挙
げ
ら
れ
た

も
の
を
紹
介
す
る
。
な
お
、
米
国
の
研
究
を
中
心
に
サ
ー

ベ
イ
を
行
っ
たH

illm
an�et�al.（2004

）
の
報
告
を
中
心

に
紹
介
す
る
。

⑴
　
企
業
の
特
徴

　

ま
ず
、
政
府
へ
の
依
存
は
企
業
の
政
治
的
活
動
に
関
連

し
て
い
る
こ
と
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
売
上
の

大
部
分
が
政
府
関
係
の
契
約
で
あ
る
企
業
や
、
規
制
（
例

え
ば
輸
出
規
制
や
外
資
規
制
等
）
な
ど
で
監
視
を
さ
れ
て

い
る
企
業
に
は
、
政
府
と
の
関
係
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る

動
機
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
企
業
は
外
部
の
様
々

な
主
体
と
社
会
的
な
つ
な
が
り
を
持
っ
て
い
る
。
企
業
は

そ
う
し
た
主
体
と
の
間
で
様
々
な
資
源
を
交
換
し
て
い

る
。
こ
の
資
源
に
は
、
人
・
も
の
・
金
の
み
な
ら
ず
、
社

会
的
な
正
当
性
（
あ
る
主
体
の
行
動
が
、
社
会
的
に
構
築

さ
れ
た
規
範
や
価
値
観
等
の
体
系
の
中
で
、
望
ま
し
い
、

正
し
い
、
ま
た
は
ふ
さ
わ
し
い
と
い
う
認
識
や
想
定
）
も

含
ま
れ
る
。
資
源
の
中
に
は
特
定
の
主
体
か
ら
の
供
給
に

依
存
す
る
も
の
が
あ
る
。
そ
し
て
、
資
源
交
換
の
中
で
依

存
関
係
が
生
ま
れ
る
。
企
業
は
依
存
度
の
高
い
相
手
に
対

し
て
強
い
パ
ワ
ー（
い
わ
ば
交
渉
力
）を
持
た
な
い

（Em
erson,�1962

）。そ
の
た
め
、
そ
の
よ
う
な
相
手
か
ら

制
約
を
受
け
る
。
し
た
が
っ
て
、
外
部
資
源
へ
の
依
存
度

が
高
い
主
体
は
、
関
連
す
る
主
体
と
の
関
係
を
管
理
し
、
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そ
れ
ら
に
関
連
す
る
不
確
実
性
を
軽
減
す
る
意
欲
を
よ
り

強
く
持
つ
。
そ
し
て
、
こ
う
し
た
考
え
（
資
源
依
存
理

論
）
に
基
づ
く
研
究
に
よ
る
と
、
企
業
は
外
部
主
体
を
吸

収
、
排
除
、
ま
た
は
取
り
込
む
た
め
に
、
合
併
、
多
角

化
、
戦
略
的
提
携
、
業
界
団
体
や
事
業
グ
ル
ー
プ
へ
の
加

入
、
取
締
役
の
選
任
と
い
っ
た
戦
略
を
展
開
し
て
い
る
こ

と
が
示
さ
れ
て
い
る
。
特
に
、
政
府
の
政
策
、
規
制
や
そ

の
執
行
は
、
事
業
環
境
と
企
業
経
営
に
大
き
な
影
響
を
及

ぼ
す
。
政
府
の
政
策
は
不
確
実
性
を
生
み
、
企
業
の
政
治

的
な
依
存
を
高
め
、
制
約
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
つ
ま

り
、
企
業
の
正
当
性
や
評
判
が
政
府
の
政
策
や
規
制
に
左

右
さ
れ
る
こ
と
、
政
治
に
依
存
す
る
こ
と
を
意
味
す
る
。

企
業
は
こ
う
し
た
状
況
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
た
め
に
、

政
治
活
動
に
参
加
し
て
政
府
と
の
つ
な
が
り
を
築
く
。
そ

う
す
る
こ
と
に
よ
り
、
企
業
は
、
選
挙
サ
イ
ク
ル
か
ら
生

じ
る
政
策
の
変
化
に
対
応
し
た
り
、
有
利
な
政
策
を
推
進

し
た
り
、
さ
ら
に
は
自
社
の
事
業
環
境
の
利
益
構
造
を
形

成
し
た
り
す
る
。

　

そ
の
他
、
先
行
研
究
で
は
企
業
規
模
が
大
き
い
ほ
ど
政

治
的
活
動
を
行
う
傾
向
が
あ
る
こ
と
が
報
告
さ
れ
て
い

る
。
企
業
規
模
は
、
売
上
高
、
資
産
、
市
場
シ
ェ
ア
、
従

業
員
数
な
ど
で
あ
る
。
ま
た
、
企
業
規
模
は
企
業
の
持
つ

資
源
や
政
治
的
な
力
、
知
名
度
を
表
し
得
る
の
で
、
政
策

の
決
定
に
よ
り
ど
れ
ほ
ど
の
利
益
や
損
失
を
被
る
か
に
も

関
係
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
ま
た
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

が
多
い
と
い
う
こ
と
は
そ
れ
だ
け
関
係
す
る
有
権
者
の
数

も
多
く
、
政
策
決
定
の
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
情
報
提
供
者

と
し
て
選
ば
れ
や
す
い
傾
向
が
あ
る
。
ま
た
、
大
企
業
の

方
が
公
共
政
策
か
ら
よ
り
多
く
の
便
益
を
獲
得
し
て
い
る

可
能
性
が
あ
る
。

　

ま
た
、
例
え
ば
フ
リ
ー
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
な
ど
に
表

れ
る
企
業
の
経
営
資
源
の
余
裕
も
企
業
の
政
治
的
活
動
に

関
連
し
得
る
。
余
裕
の
あ
る
企
業
ほ
ど
政
治
的
活
動
に
多

く
の
費
用
を
費
や
す
か
も
し
れ
な
い
。
反
対
に
、
余
裕
が
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な
い
企
業
は
、
財
務
的
な
危
機
に
対
処
す
る
限
ら
れ
た
方

法
の
一
つ
が
政
治
的
な
解
決
と
い
う
場
合
も
あ
り
、
政
治

的
活
動
に
積
極
的
に
な
る
か
も
し
れ
な
い
。
な
お
、
前
者

の
考
え
を
支
持
す
る
結
果
が
わ
ず
か
に
あ
る
も
の
の
、
他

の
研
究
で
は
統
計
的
に
有
意
な
関
係
は
見
出
さ
れ
て
い
な

い
。

　

企
業
年
齢
も
企
業
の
政
治
的
活
動
に
関
係
し
て
い
る
。

例
え
ば
、
若
い
企
業
は
古
い
企
業
よ
り
も
よ
り
積
極
的
に

政
治
的
活
動
を
行
う
傾
向
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。
こ
こ
で

企
業
年
齢
は
、
会
社
の
知
名
度
、
評
判
な
ど
を
表
し
て
い

る
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
ほ
か
企
業
年
齢
は
、
経
営
者
と

政
府
関
係
者
の
間
で
時
間
の
経
過
と
と
も
に
形
成
さ
れ
た

個
人
的
な
信
頼
関
係
を
表
し
て
い
る
場
合
も
あ
り
、
こ
の

信
頼
性
と
政
治
的
活
動
の
間
に
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
関
係
が
認

め
ら
れ
た
と
す
る
報
告
も
あ
る
。

　

企
業
の
渉
外
組
織
や
政
府
に
近
い
拠
点
の
有
無
と
い
っ

た
こ
と
も
関
係
す
る
か
も
し
れ
な
い
。
専
門
の
組
織
や
資

源
を
結
集
す
る
こ
と
で
政
治
的
活
動
が
促
進
さ
れ
る
可
能

性
が
あ
る
と
い
う
こ
と
だ
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
先
行

研
究
で
は
一
致
し
た
結
果
が
得
ら
れ
て
い
な
い
。
し
か
し

な
が
ら
、
先
行
研
究
で
は
企
業
の
こ
う
し
た
組
織
構
造
が

他
の
要
因
の
部
分
的
な
媒
介
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
指
摘

さ
れ
て
い
る
。

　

企
業
の
株
式
所
有
構
造
も
関
係
す
る
こ
と
が
報
告
さ
れ

て
い
る
。
米
国
の
研
究
で
は
米
国
に
あ
る
外
資
系
子
会
社

が
米
国
に
本
社
を
置
く
企
業
に
比
べ
て
政
治
的
活
動
を
行

わ
な
い
傾
向
が
あ
り
、
企
業
の
政
治
的
活
動
の
傾
向
は
ど

こ
の
国
の
企
業
か
に
よ
っ
て
大
き
く
異
な
る
こ
と
が
報
告

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
非
支
配
的
な
外
国
人
持
ち
株
比
率

を
調
査
し
た
研
究
で
は
企
業
の
政
治
的
活
動
を
促
す
結
果

が
報
告
さ
れ
て
い
る
（Shi�et�al.�2021

）。
そ
の
ほ
か
、

事
業
の
多
角
化
も
企
業
の
政
治
的
活
動
に
関
係
す
る
こ
と

が
報
告
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
経
営
ト
ッ
プ
の
政
治
的
志
向
も
企
業
の
政
治
的
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活
動
に
関
係
す
る
と
報
告
さ
れ
て
い
る
。
先
行
研
究
に
よ

る
と
、
経
営
者
の
政
治
的
志
向
と
い
っ
た
主
観
的
で
認
知

的
な
要
素
が
大
き
な
影
響
力
を
持
っ
て
い
る
と
い
う
。

⑵
　
産
業
の
特
徴

　

産
業
の
特
徴
も
関
係
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
産
業
の
集

中
度
で
あ
る
（Schuler�et�al.�2002

）。
産
業
に
多
数
の

企
業
が
あ
り
（
つ
ま
り
細
分
化
さ
れ
て
お
り
）
支
配
的
な

プ
レ
イ
ヤ
ー
が
い
な
い
場
合
な
ど
で
は
、
企
業
に
は
政
治

的
活
動
の
見
返
り
に
照
ら
し
て
活
動
コ
ス
ト
を
負
担
す
る

経
済
的
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
ほ
と
ん
ど
な
い
。
こ
の
よ

う
な
状
況
で
は
、
自
ら
活
動
し
な
く
て
も
他
の
企
業
が
政

治
的
な
活
動
を
行
え
ば
そ
の
見
返
り
は
共
有
で
き
る
た

め
、
た
だ
乗
り
（
フ
リ
ー
ラ
イ
ド
）
の
立
場
を
採
用
す
る

可
能
性
が
高
い
。
反
対
に
、
集
中
し
た
産
業
の
よ
う
に
少

数
の
支
配
的
な
企
業
し
か
い
な
い
場
合
は
、
政
治
的
活
動

の
見
返
り
が
大
き
く
、
フ
リ
ー
ラ
イ
ド
の
問
題
を
打
ち
消

す
。
ま
た
別
の
観
点
で
は
、
産
業
の
集
中
に
よ
り
、
企
業

の
政
治
的
発
言
が
よ
り
統
一
さ
れ
や
す
く
な
る
。
政
策
決

定
者
は
、
組
織
化
さ
れ
、
専
門
化
さ
れ
、
よ
り
多
く
の
有

権
者
を
代
表
す
る
活
動
グ
ル
ー
プ
に
敏
感
で
あ
る
た
め
、

集
中
し
た
産
業
の
企
業
の
方
が
政
策
立
案
者
へ
の
ア
ク
セ

ス
に
成
功
す
る
可
能
性
が
高
く
な
る
。

　

ま
た
、
同
じ
産
業
の
競
合
他
社
の
動
向
も
影
響
し
よ

う
。
競
合
他
社
よ
り
も
優
位
な
政
策
を
確
保
し
よ
う
と
す

る
た
め
に
、
企
業
は
政
策
決
定
者
の
注
意
を
引
こ
う
と
政

治
的
活
動
に
よ
り
取
り
組
む
可
能
性
が
あ
る
。
ま
た
、
政

策
に
つ
い
て
不
確
実
な
状
況
で
あ
れ
ば
、
競
合
他
社
の
行

動
を
模
倣
す
る
こ
と
が
企
業
に
正
当
性
を
与
え
る
こ
と
も

あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
政
治
的
活
動
に
積
極
的
な
競
合
他

社
が
い
る
企
業
ほ
ど
、
政
治
的
活
動
に
よ
り
多
く
の
費
用

を
費
や
す
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

　

企
業
は
、
企
業
以
外
の
主
体
と
の
政
治
的
競
争
に
も
直

面
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
例
え
ば
、
労
働
組
合
で
あ
る
。
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労
働
組
合
は
非
常
に
大
き
な
政
治
的
能
力
を
持
ち
、
企
業

の
経
営
や
政
治
的
活
動
を
注
視
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
労

働
者
は
、
賃
金
、
雇
用
、
安
全
衛
生
な
ど
の
問
題
で
、
し

ば
し
ば
企
業
と
対
立
す
る
。
労
働
組
合
も
ま
た
、
政
策
決

定
者
に
重
要
な
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
、
政
策
決

定
者
に
と
っ
て
は
企
業
と
同
じ
役
割
を
果
た
す
こ
と
が
で

き
る
。
し
た
が
っ
て
、
労
働
組
合
組
織
率
の
高
い
産
業
で

は
、
企
業
は
労
働
組
合
と
の
政
治
的
競
争
に
さ
ら
さ
れ
る

た
め
、
政
治
的
活
動
に
よ
り
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
米
国
で
産
業
レ
ベ
ル
の

労
働
組
合
所
属
率
を
用
い
た
実
証
研
究
で
は
有
意
な
結
果

が
見
ら
れ
な
い
よ
う
だ
。

　

加
え
て
、
議
員
は
特
定
の
問
題
や
状
況
に
つ
い
て
検
討

す
る
集
団
を
形
成
す
る
こ
と
が
あ
る
。
い
わ
ゆ
る
議
員
連

盟
で
あ
る
。
議
員
連
盟
の
中
に
は
産
業
を
中
心
に
組
織
さ

れ
る
も
の
も
あ
る
。
議
員
連
盟
が
組
織
さ
れ
て
い
る
産
業

で
は
、
議
員
連
盟
を
通
じ
た
政
治
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
維
持

す
る
た
め
に
政
治
的
活
動
を
行
う
と
い
う
こ
と
が
あ
り
得

る
。

⑶
　
政
治
問
題
固
有
の
要
素

　

企
業
に
と
っ
て
の
政
治
問
題
の
重
要
性
も
大
き
な
要
因

で
あ
ろ
う
。
企
業
は
自
社
の
政
治
戦
略
を
評
価
す
る
際

に
、
政
策
が
自
社
の
競
争
力
と
戦
略
に
及
ぼ
す
影
響
も
考

慮
す
る
。
例
え
ば
、
防
衛
関
連
の
企
業
は
国
防
関
連
の
法

案
に
関
し
て
よ
り
多
く
の
政
治
資
金
の
提
供
を
行
う
傾
向

が
報
告
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
う
し
た
政
治

問
題
の
重
要
性
の
影
響
は
、
中
小
企
業
に
つ
い
て
見
ら
れ

る
と
い
う
報
告
や
、
特
定
の
政
治
的
活
動
の
選
択
に
は
影

響
を
与
え
な
い
と
い
う
報
告
も
あ
る
。

　

企
業
の
政
治
的
活
動
を
取
り
巻
く
競
争
環
境
も
関
係
す

る
と
言
わ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
特
定
の
状
況
で
政
治
的

活
動
が
成
功
す
る
か
ど
う
か
が
関
係
す
る
と
い
う
こ
と
で

あ
る
。
対
抗
グ
ル
ー
プ
（
前
述
の
労
働
組
合
な
ど
）
に
よ
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る
抵
抗
も
こ
れ
に
関
係
す
る
と
い
う
。

⑷
　
規
則
、
文
化
的
規
範
や
価
値
観
の
特
徴

　

規
則
や
文
化
的
規
範
、
価
値
観
に
お
け
る
違
い
が
政
治

的
活
動
に
及
ぼ
す
影
響
も
調
査
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、

企
業
の
（
Ｐ
Ａ
Ｃ
を
通
じ
た
）
献
金
パ
タ
ー
ン
な
ど
で
あ

る
。
企
業
は
、
特
に
労
働
者
と
比
べ
て
、
献
金
パ
タ
ー
ン

が
保
守
的
で
現
実
的
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
献
金
は
、

多
数
党
の
議
員
、
僅
差
で
勝
利
し
た
議
員
、
シ
ニ
ア
議

員
、
な
ら
び
に
歳
入
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
商
業
、
金
融
、
お

よ
び
銀
行
に
関
連
す
る
委
員
会
の
委
員
に
流
れ
る
傾
向
が

あ
る
。
ま
た
、
議
員
連
盟
が
あ
る
産
業
の
企
業
は
ロ
ビ
ー

活
動
や
献
金
を
行
う
傾
向
が
あ
る
こ
と
も
報
告
さ
れ
て
い

る
。

　

国
間
の
制
度
の
違
い
も
関
係
す
る
。
政
治
シ
ス
テ
ム
、

政
党
の
力
関
係
、
利
益
団
体
の
細
分
化
状
況
な
ど
、
国
に

よ
っ
て
政
治
的
活
動
に
違
い
が
出
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
て

い
る
。

　

企
業
・
政
府
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
も
関
係
す
る
。
公
式

お
よ
び
非
公
式
の
組
織
が
企
業
と
政
府
高
官
を
結
び
付
け

る
結
果
、
こ
れ
ら
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
中
心
と
な
る
企
業

は
、
政
治
的
活
動
に
積
極
的
に
関
与
す
る
可
能
性
が
高
く

な
る
。
例
え
ば
、
貿
易
に
関
す
る
委
員
会
の
委
員
は
、
他

の
委
員
会
の
委
員
に
比
べ
て
、
多
額
の
Ｐ
Ａ
Ｃ
献
金
者
と

の
密
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
持
つ
傾
向
が
あ
る
。
企
業
、
労

働
者
、
政
府
間
の
関
係
の
密
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
あ
る
と

政
策
に
関
す
る
合
意
が
促
進
さ
れ
る
と
い
っ
た
こ
と
も
報

告
さ
れ
て
い
る
。

四
、
企
業
の
政
治
的
活
動
の
帰
結

　

次
に
、
企
業
の
政
治
的
活
動
が
も
た
ら
す
帰
結
に
つ
い

て
、
政
策
へ
の
影
響
と
企
業
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
と
の
二

つ
の
観
点
で
先
行
研
究
の
状
況
を
確
認
す
る
。
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⑴
　
政
策
へ
の
影
響

　
H

illm
an�et�al.

（2004

）
が
ま
と
め
た
先
行
研
究
に
よ

る
と
、
企
業
の
政
治
的
活
動
は
政
策
の
決
定
に
影
響
を
及

ぼ
し
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
例
え
ば
、
大
企
業
に
よ
る
独

占
的
行
為
を
禁
止
す
る
ク
レ
イ
ト
ン
法
の
可
決
に
関
す
る

上
院
議
員
の
投
票
を
調
査
し
た
結
果
、
既
得
権
益
を
持
つ

グ
ル
ー
プ
を
代
表
す
る
上
院
議
員
の
投
票
で
は
こ
れ
ら
の

グ
ル
ー
プ
の
利
益
が
重
視
さ
れ
て
い
た
。
グ
ラ
ス
・
ス

テ
ィ
ー
ガ
ル
法
に
つ
い
て
同
様
の
調
査
を
し
た
研
究
で

は
、
上
院
議
員
の
投
票
行
動
を
説
明
す
る
上
で
、
銀
行

（
反
対
）
と
製
造
会
社
（
賛
成
）
の
経
済
的
利
益
の
競
合

が
統
計
的
に
有
意
な
説
明
力
を
持
っ
て
い
た
。
一
九
七
六

年
か
ら
一
九
八
八
年
に
か
け
て
米
国
際
貿
易
委
員
会
（
Ｉ

Ｔ
Ｃ
）
に
請
願
を
行
っ
た
企
業
の
戦
略
を
調
査
し
た
研
究

で
は
、
Ｉ
Ｔ
Ｃ
の
議
会
監
視
委
員
会
の
委
員
に
寄
付
を
す

る
こ
と
は
請
願
の
成
功
と
プ
ラ
ス
の
関
係
が
あ
り
、
業
界

団
体
を
通
じ
た
請
願
の
提
出
は
代
表
的
な
企
業
に
よ
る
提

出
よ
り
成
功
率
が
低
か
っ
た
。
民
主
党
ク
リ
ン
ト
ン
政
権

下
で
行
わ
れ
た
対
外
貿
易
ミ
ッ
シ
ョ
ン
へ
の
参
加
企
業
の

選
考
プ
ロ
セ
ス
を
調
査
し
た
研
究
で
は
、
民
主
党
に
ソ
フ

ト
マ
ネ
ー
を
提
供
し
た
企
業
が
、
そ
う
し
た
こ
と
を
行
わ

な
か
っ
た
企
業
よ
り
も
選
ば
れ
る
傾
向
に
あ
っ
た
。
市
場

競
争
に
つ
い
て
も
、
あ
る
企
業
に
よ
る
政
治
献
金
が
そ
の

企
業
が
事
業
を
行
っ
て
い
る
市
場
へ
の
新
規
参
入
を
減
ら

し
て
い
る
と
い
う
、
既
存
企
業
が
政
治
的
活
動
を
通
じ
て

参
入
制
限
に
成
功
し
て
い
る
こ
と
を
示
唆
す
る
結
果
が
報

告
さ
れ
て
い
る
。

　

な
お
、
米
国
に
お
け
る
Ｐ
Ａ
Ｃ
を
通
じ
た
寄
付
総
額
の

相
対
的
な
重
要
性
に
関
し
て
は
疑
問
も
示
さ
れ
て
い
る
。

企
業
の
政
治
的
活
動
に
は
、
献
金
、
広
告
、
ロ
ビ
ー
活
動

お
よ
び
支
持
層
の
組
織
化
と
い
っ
た
さ
ま
ざ
ま
な
戦
術
が

あ
る
。
Ｐ
Ａ
Ｃ
に
よ
る
献
金
は
、
企
業
が
他
の
形
態
の
政

治
的
活
動
を
行
う
上
で
の
参
加
費
で
あ
る
と
い
う
見
方
も

あ
る
。
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⑵
　
企
業
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

　

企
業
の
政
治
的
活
動
や
政
策
変
更
が
、
企
業
の
パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
か
ど
う
か
は
一

貫
し
た
結
果
が
得
ら
れ
て
い
な
い
よ
う
で
あ
る
（D

orob�

antu�et�al.,�2017
）。

　

H
illm

an�et�al.
（2004

）
が
ま
と
め
た
先
行
研
究
に
よ

る
と
、
航
空
会
社
の
財
政
健
全
化
を
支
持
し
て
い
た
共
和

党
の
フ
ォ
ー
ド
政
権
か
ら
民
主
党
の
カ
ー
タ
ー
政
権
に
交

代
し
た
と
き
、
航
空
会
社
の
市
場
価
値
は
大
幅
に
下
落
し

た
。
一
九
九
二
年
の
大
統
領
選
で
は
医
療
保
険
制
度
改
革

の
議
論
が
高
ま
り
、
規
制
上
の
リ
ス
ク
に
さ
ら
さ
れ
る
製

薬
会
社
は
市
場
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
悪
化
を
経
験
し
た
。

ア
ン
チ
ダ
ン
ピ
ン
グ
措
置
を
求
め
て
請
願
を
提
出
し
た
企

業
は
、
そ
の
よ
う
な
措
置
を
求
め
て
い
な
い
企
業
よ
り
も

市
場
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
が
良
い
。
経
営
ト
ッ
プ
や
取
締
役

が
連
邦
政
府
の
公
職
に
選
出
・
任
命
さ
れ
て
い
る
企
業

は
、
市
場
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
が
良
い
。
航
空
会
社
を
対
象

に
市
場
で
の
ア
ク
シ
ョ
ン
と
政
治
的
活
動
の
パ
フ
ォ
ー
マ

ン
ス
を
調
査
し
た
結
果
、
市
場
で
の
ア
ク
シ
ョ
ン
よ
り
も

政
治
的
活
動
の
方
が
粗
利
率
、
搭
乗
率
、
市
場
シ
ェ
ア
の

変
化
な
ど
の
業
績
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
に
大
き
な
影
響
を
与

え
て
い
た
。

　

一
方
で
、H

adani�and�Schuler

（2013

）
は
、
一
九

九
八
年
か
ら
二
〇
〇
八
年
ま
で
の
Ｓ
＆
Ｐ
一
五
〇
〇
企
業

九
四
三
社
に
つ
い
て
、
政
治
的
活
動
と
企
業
の
パ
フ
ォ
ー

マ
ン
ス
の
関
係
を
調
査
し
、
企
業
の
政
治
的
活
動
が
市
場

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
に
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
を
及
ぼ
し
て
お

り
、
累
積
的
な
政
治
的
活
動
へ
の
投
資
も
市
場
パ
フ
ォ
ー

マ
ン
ス
と
財
務
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
両
方
を
悪
化
さ
せ
る

こ
と
を
示
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
規
制
産
業
に
つ
い
て

は
、
企
業
の
政
治
的
活
動
は
市
場
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
に
ポ

ジ
テ
ィ
ブ
な
影
響
を
与
え
て
い
る
と
い
う
結
果
も
示
さ
れ

た
。
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五
、
お
わ
り
に

　

本
稿
で
は
、
米
国
に
お
け
る
政
治
献
金
や
ロ
ビ
ー
活
動

の
状
況
と
、
そ
れ
に
関
す
る
先
行
研
究
を
紹
介
し
た
。
企

業
が
政
治
的
活
動
を
行
う
に
あ
た
っ
て
は
、
政
府
へ
の
依

存
度
な
ど
の
企
業
レ
ベ
ル
の
特
徴
、
競
争
環
境
な
ど
の
産

業
レ
ベ
ル
の
特
徴
、
政
策
の
重
要
性
、
公
式
・
非
公
式
の

制
度
の
違
い
と
い
っ
た
事
前
の
さ
ま
ざ
ま
な
要
因
が
関
係

し
て
い
る
と
い
う
こ
と
が
確
認
で
き
た
。
先
行
研
究
で

は
、
国
に
よ
り
企
業
の
政
治
的
活
動
の
特
徴
に
つ
い
て
違

い
が
あ
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
て
い
る
た
め
、
日
本
企
業
に

つ
い
て
も
同
様
の
傾
向
が
あ
る
か
ど
う
か
は
実
証
上
の
問

題
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
デ
ー
タ
の
蓄
積
と
詳
細
な

分
析
が
必
要
で
あ
る
。
本
稿
の
最
後
に
日
本
の
状
況
を
概

観
す
る
。

　

ま
ず
政
治
献
金
に
つ
い
て
述
べ
る
。
日
本
で
は
、
企
業

が
政
治
資
金
を
寄
付
す
る
場
合
は
政
治
資
金
規
正
法
の
規

制
を
受
け
、
政
治
家
個
人
で
は
な
く
、
政
党
、
政
党
の
支

部
ま
た
は
政
党
の
指
定
す
る
政
治
資
金
団
体
に
寄
付
す
る

こ
と
と
な
る
。
寄
付
の
量
的
制
限
と
し
て
は
、
総
枠
制
限

と
し
て
政
党
・
政
治
資
金
団
体
に
対
す
る
も
の
は
年
間
七

五
〇
万
円
か
ら
一
億
円
ま
で
の
間
で
資
本
金
等
に
応
じ
て

限
ら
れ
て
い
る
。
同
一
の
相
手
方
に
対
す
る
個
別
制
限
は

な
い
。
名
称
、
金
額
、
受
領
日
、
所
在
地
、
代
表
者
の
氏

名
と
い
っ
た
寄
付
の
内
容
が
、
政
治
資
金
収
支
報
告
書
に

記
載
さ
れ
る
。
各
政
治
団
体
は
前
年
一
二
月
末
ま
で
の
収

入
、
支
出
及
び
資
産
の
状
況
を
記
載
し
た
報
告
書
を
翌
年

三
月
末
ま
で
に
都
道
府
県
の
選
挙
管
理
委
員
会
又
は
総
務

大
臣
に
提
出
す
る
。
そ
の
後
、
当
該
報
告
書
は
、
原
則
と

し
て
一
一
月
三
〇
日
ま
で
に
官
報
又
は
都
道
府
県
の
公
報

に
よ
り
公
表
さ
れ
、
要
旨
が
公
表
さ
れ
た
日
か
ら
三
年
間

閲
覧
に
供
さ
れ
る
。
こ
れ
以
外
に
、
企
業
は
政
治
資
金

パ
ー
テ
ィ
に
対
す
る
対
価
を
支
払
う
こ
と
も
で
き
る
。
政
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治
資
金
パ
ー
テ
ィ
で
は
、
対
価
に
係
る
収
入
か
ら
経
費
を

差
し
引
い
た
残
額
を
主
催
者
等
の
政
治
活
動
に
関
し
支
出

す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
一
の
政
治
資
金
パ
ー

テ
ィ
の
対
価
は
一
五
〇
万
円
を
超
え
て
支
払
う
こ
と
は
で

き
な
い
。

　

次
に
、
企
業
の
ロ
ビ
ー
活
動
に
つ
い
述
べ
る
。
ま
ず
、

ロ
ビ
イ
ス
ト
に
関
し
て
だ
が
、
米
国
の
よ
う
な
登
録
や
ク

ラ
イ
ア
ン
ト
ご
と
の
報
告
を
義
務
付
け
る
法
令
は
見
当
た

ら
な
い
。
ま
た
、
企
業
の
ロ
ビ
ー
活
動
に
か
か
る
費
用
に

つ
い
て
特
段
開
示
を
求
め
る
法
令
は
見
当
た
ら
ず
、
企
業

の
任
意
に
よ
る
。
い
く
つ
か
の
会
社
が
Ｅ
Ｓ
Ｇ
情
報
の
開

示
の
一
環
で
ロ
ビ
ー
活
動
に
か
か
る
費
用
を
開
示
し
て
い

る
こ
と
が
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
現
在
、
日
本
で
は
企
業
の
政
治
献
金
や

ロ
ビ
ー
活
動
に
つ
い
て
情
報
を
収
集
す
る
こ
と
が
そ
れ
ほ

ど
容
易
で
は
な
い
。
公
的
な
情
報
と
し
て
は
、
政
治
献
金

に
つ
い
て
、
政
治
資
金
規
正
法
に
基
づ
く
政
治
資
金
収
支

報
告
書
か
ら
情
報
を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
か

し
、
そ
れ
以
外
で
は
、
企
業
の
任
意
開
示
情
報
、
書
籍
や

商
業
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
か
ら
取
得
す
る
こ
と
と
な
る
。

　

そ
れ
で
は
、
日
本
企
業
の
政
治
献
金
及
び
ロ
ビ
ー
活
動

費
の
状
況
を
確
認
し
よ
う
。
本
稿
で
は
東
洋
経
済
新
報
社

が
刊
行
す
る
『
Ｃ
Ｓ
Ｒ
企
業
総
覧
』
か
ら
取
得
し
た
二
〇

〇
八
年
度
か
ら
二
〇
二
一
年
度
ま
で
の
政
治
献
金
及
び
ロ

ビ
ー
活
動
費
の
情
報
を
使
用
す
る
。
こ
れ
に
は
、
上
場
企

業
及
び
主
要
な
未
上
場
企
業
に
対
し
て
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー

ト
に
基
づ
く
情
報
が
収
録
さ
れ
て
い
る
。
本
稿
の
サ
ン
プ

ル
は
政
治
献
金
及
び
ロ
ビ
ー
活
動
費
に
つ
い
て
回
答
が

あ
っ
た
企
業
の
う
ち
、
上
場
企
業
に
限
定
し
て
い
る
。
ま

た
、
金
融
業
を
除
き
、
関
連
す
る
変
数
が
揃
う
企
業
に
限

定
し
た
。
そ
の
結
果
、
最
終
サ
ン
プ
ル
数
は
六
、
七
二
一

件
（
企
業
・
年
）
と
な
っ
た
。
最
終
サ
ン
プ
ル
に
含
ま
れ

る
ユ
ニ
ー
ク
な
企
業
数
の
総
数
と
産
業
別
の
内
訳
を
図
表

１
に
示
す
。
ユ
ニ
ー
ク
な
企
業
の
数
は
合
計
で
九
〇
五
社
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で
あ
っ
た
。
産
業
別
で
内
訳
を
み
る
と
、
多
い
順
に
製
造

業
四
八
六
社
（
五
三
・
七
％
に
相
当
）、
商
業
一
五
三
社

（
一
六
・
九
％
）、
運
輸
・
情
報
通
信
業
一
〇
五
（
一
一
・

六
％
）
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
産
業
は
、
証
券
コ
ー

ド
協
議
会
の
業
種
分
類
（
大
分
類
）
を
用
い
て
い
る
。

　

記
述
統
計
量
を
図
表
２
に
示
す
。
値
は
上
下
一
％
を
異

常
値
処
理
（
ウ
ィ
ン
ソ
ラ
イ
ズ
）
し
て
い
る
。
翌
年
の
政

治
献
金
及
び
ロ
ビ
ー
活
動
費
（CPS

t+1

）
は
平
均
値
約

二
・
一
百
万
円
（
中
央
値
〇
円
）
で
あ
っ
た
。
サ
ン
プ
ル

の
中
で
は
、
多
く
の
企
業
が
政
治
献
金
及
び
ロ
ビ
ー
活
動

費
を
支
出
し
て
い
な
い
と
回
答
し
て
い
る
。
当
年
の
売
上

高
は
平
均
値
約
六
、
三
六
三
億
円
（
中
央
値
一
、
七
三
七

億
円
）、
Ｒ
Ｏ
Ａ
（
当
期
利
益
÷
資
産
合
計
）
は
平
均
値

三
・
一
％
（
中
央
値
三
・
一
％
）、
負
債
比
率
（
負
債
÷

資
産
合
計
）は
平
均
値
二
・
四
％
（
中
央
値
一
・
三
％
）、

現
金
保
有
比
率
（
現
金
及
び
有
価
証
券
÷
資
産
合
計
）
は

平
均
値
一
七
・
五
％
（
中
央
値
一
四
・
七
％
）、
外
国
人

図表１　産業別のサンプル企業数

産業 企業数（全体に占める割合）

水産・農林業 4（0.4％）

鉱業 2（0.2％）

建設業 49（5.4％）

製造業 486（53.7％）

電気・ガス業 11（1.2％）

運輸・情報通信業 105（11.6％）

商業 153（16.9％）

不動産業 22（2.4％）

サービス業 73（8.1％）

合計 905（100％）
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持
株
比
率
は
平
均
値
一
七
・
八
％（
中
央
値
一
六
・
八
％
）、

国
内
機
関
投
資
家
持
株
比
率
は
平
均
値
二
四
・
九
％
（
中

央
値
二
五
・
二
％
）
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
産
業
の
特
徴
を

確
認
す
る
た
め
、
産
業
の
集
中
度
を
測
る
指
標
と
し
て
よ

く
用
い
ら
れ
るH

erfindahl-H
irschm

an�Index

（H
H

I

）

に
つ
い
て
も
調
査
し
た
。
Ｈ
Ｈ
Ｉ
は
産
業
ご
と
に
、
各
企

業
の
市
場
シ
ェ
ア
の
二
乗
の
総
和
と
し
て
作
成
す
る
。
な

お
、
こ
こ
で
市
場
シ
ェ
ア
は
売
上
高
の
シ
ェ
ア
で
算
出
し

た
。
Ｈ
Ｈ
Ｉ
は
独
占
状
態
で
一
と
な
り
、
競
争
が
広
が
る

ほ
ど
〇
に
近
づ
く
。
Ｈ
Ｈ
Ｉ
の
平
均
は
〇
・
〇
二
八
（
中

央
値
は
〇
・
〇
一
四
）
で
あ
っ
た
。

　

図
表
３
は
、
翌
年
の
政
治
献
金
及
び
ロ
ビ
ー
活
動
費

（CPS
t+1

）
の
支
出
が
な
い
企
業
と
あ
る
企
業
の
平
均
値

の
差
を
示
し
て
い
る
。
サ
ン
プ
ル
の
う
ち
、CPS

t+1

の
支

出
が
な
い
企
業
・
年
は
四
、
二
八
三
件
で
、CPS

t+1

の
支

出
が
あ
る
企
業
・
年
は
二
、
四
三
八
件
で
あ
っ
た
。

CPS
t+1

の
支
出
が
あ
る
企
業
・
年
に
お
け
るCPS

t+1

の
平

図表２　記述統計量
（N=6,721）

変数

（1）
平均値

（2）
標準偏差

（3）
25

パーセン
タイル

（4）
中央値

（5）
p75
パーセン
タイル

CPSt+1（百万円） 2.068 5.832 0.000 0.000 0.700

売上高（百万円） 636,326 1,288,620 46,639 173,692 559,288

ROA 0.031 0.042 0.015 0.031 0.051

負債比率 0.024 0.030 0.000 0.013 0.036

現金保有比率 0.175 0.121 0.084 0.147 0.235

外国人持株比率 0.178 0.135 0.058 0.168 0.272

国内機関投資家
持株比率

0.249 0.133 0.146 0.252 0.353

HHI 0.028 0.038 0.013 0.014 0.028
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均
値
は
五
・
七
百
万
円
で
あ
っ
た
。
売
上
高
の
平
均
値
の

差
を
見
て
み
る
と
、CPS

t+1

の
支
出
が
あ
る
企
業
・
年
の

方
が
約
七
、
三
六
二
億
円
高
く
、
こ
の
差
は
統
計
的
に
有

意
で
あ
っ
た
。
こ
の
こ
と
は
、
企
業
規
模
が
大
き
い
企
業

の
方
が
政
治
的
活
動
の
見
返
り
が
大
き
い
た
め
政
治
的
活

動
に
取
り
組
む
傾
向
が
あ
る
と
い
う
考
え
と
整
合
的
で
あ

る
。
Ｒ
Ｏ
Ａ
は
、CPS

t+1

の
支
出
が
あ
る
企
業
・
年
の
方

が
〇
・
二
％
高
い
が
、
五
％
有
意
水
準
で
統
計
的
に
有
意

で
は
な
か
っ
た
。
負
債
比
率
に
つ
い
て
はCPS

t+1

の
支

出
が
あ
る
企
業
・
年
の
方
が
〇
・
五
％
有
意
に
低
い
。
現

金
保
有
比
率
に
つ
い
て
はCPS

t+1

の
支
出
が
あ
る
企
業
・

年
の
方
が
三
・
五
％
有
意
に
低
い
。
負
債
比
率
と
現
金
保

有
比
率
に
関
す
る
結
果
か
ら
は
企
業
の
財
務
的
余
裕
と
政

治
的
活
動
と
の
間
の
関
係
に
つ
い
て
一
致
し
た
結
果
が
得

ら
れ
な
か
っ
た
。
外
国
人
持
株
比
率
に
つ
い
て
はCPS

t+1
の
支
出
が
あ
る
企
業
・
年
の
方
が
六
・
三
％
有
意
に
高

い
。
こ
の
こ
と
は
、
外
国
人
持
株
比
率
の
高
い
企
業
ほ
ど

図表３　政治的活動にかかる支出（CPSt+1）の有無による平均の差の検定

変数 CPSt+1なし
（N=4,283）

CPSt+1あり
（N=2,438）

平均の差
（ｔ値）

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

CPSt+1（百万円） 0.000 0.000 5.702 8.548 5.702
（43.659）

売上高（百万円） 369,253 842,627 1,105,510 1,727,941 736,256
（23.420）

ROA 0.031 0.046 0.032 0.034 0.002
（1.720）

負債比率 0.026 0.033 0.021 0.025 －0.005
（－6.570）

現金保有比率 0.187 0.128 0.152 0.104 －0.035
（－11.675）

外国人持株比率 0.156 0.136 0.219 0.124 0.063
（18.803）

国内機関投資家
持株比率 0.219 0.131 0.301 0.121 0.081

（25.204）

HHI 0.032 0.043 0.023 0.026 －0.009
（－9.682）
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政
治
的
な
不
確
実
性
を
解
消
す
る
た
め
に
政
治
的
活
動
に

取
り
組
む
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
あ
る
と
い
う
考
え
と
整
合

的
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
国
内
機
関
投
資
家
持
株
比

率
に
つ
い
て
もCPS

t+1

の
支
出
が
あ
る
企
業
・
年
の
方

が
八
・
一
％
有
意
に
高
い
こ
と
か
ら
、
他
の
説
明
も
考
え

ら
れ
る
か
も
し
れ
な
い
。
Ｈ
Ｈ
Ｉ
に
つ
い
て
はCPS

t+1

の

支
出
が
あ
る
企
業
・
年
の
方
が
〇
・
〇
〇
九
有
意
に
低

い
。
こ
の
こ
と
は
、
集
中
し
た
産
業
ほ
ど
政
治
的
活
動
に

取
り
組
む
傾
向
が
あ
る
と
す
る
先
行
研
究
の
結
果
と
は
整

合
的
で
は
な
い
。

　

本
稿
の
結
果
は
、
日
本
に
お
い
て
も
米
国
で
み
ら
れ
る

よ
う
な
要
因
の
い
く
つ
か
が
企
業
の
政
治
的
活
動
と
関
係

す
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。
し
か
し
な

が
ら
、
使
用
し
た
デ
ー
タ
が
ア
ン
ケ
ー
ト
回
答
で
あ
り
、

ア
ン
ケ
ー
ト
に
回
答
す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
企
業
の
裁

量
が
働
く
こ
と
か
ら
、
サ
ン
プ
ル
に
バ
イ
ア
ス
が
か
か
っ

て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。
ま
た
、
本
稿
の
結
果
はCPS

t+1

と
各
要
因
と
の
間
の
因
果
関
係
に
つ
い
て
の
決
定
的
な
結

果
を
提
示
し
て
い
る
も
の
で
は
な
い
。
例
え
ば
、
外
国
人

持
ち
株
比
率
が
高
い
こ
と
に
伴
う
政
治
的
不
確
実
性
に
対

処
す
る
た
め
に
政
治
的
活
動
を
積
極
的
に
行
っ
て
い
る
の

で
は
な
く
、
そ
う
し
た
活
動
に
積
極
的
な
企
業
に
外
国
人

投
資
家
が
投
資
し
て
い
る
と
い
う
逆
の
因
果
関
係
の
可
能

性
も
あ
る
。
ま
た
、
観
測
さ
れ
て
い
な
い
な
ん
ら
か
の
要

因
が
政
治
的
活
動
に
か
か
る
支
出
と
他
の
要
因
と
の
両
方

に
関
係
し
て
い
る
可
能
性
も
あ
る
。
そ
の
た
め
、
よ
り
慎

重
な
分
析
が
必
要
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
点
に
つ
い
て
は
、

将
来
の
研
究
に
期
待
し
た
い
。

（
注
）

⑴　

労
働
組
合
も
Ｐ
Ａ
Ｃ
を
設
立
で
き
る
。

⑵　

献
金
額
の
上
限
に
つ
い
て
は
、Federal�Election�Com

m
ision

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
参
照
さ
れ
た
い
。https://w

w
w

.fec.gov/
help-candidates-and-com

m
ittees/candidate-taking-receipts/

contribution-lim
its/

（
最
終
ア
ク
セ
ス
：
二
〇
二
三
年
六
月
一
五
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日
）

⑶　
Lobbying�D

ata�Sum
m

ary

・O
penSecrets

（
最
終
ア
ク
セ
ス
：�

二
〇
二
三
年
六
月
一
五
日
）
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